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＜資料＞

抄録
日本は保健を外交の柱と位置づけ，UHC（Universal Health Coverage）を推進し，日本が健康長

寿社会を達成した経験を活かして，世界の共通課題の解決に貢献していくことを宣言した．日本の
経験を共有する取り組みは今後，活発になると考えられる．本稿ではUHC達成に必要となる，保健
システムの強化や，保健人材育成の強化を行っているミャンマーにおけるJICA（Japan International 
Cooperation Agency）技術協力プロジェクトを紹介した．ミャンマーでは長年の軍事政権下，保健分
野の優先順位が低く位置付けられていたが，近年，財政面で保健分野を重視し続けている．ミャン
マー保健省は，国家保健計画（NHP）に含まれる，タウンシップ（郡市レベル）での具体的なBasic 
Essential Package of Health Service （EPHS）の策定を，州・地域の役割を重視しつつ主導している．
保健システム強化プロジェクトでは，州・地域保健計画の策定に役に立つためのレビュー等が実施さ
れている．加えて，NHPの進捗管理のためのデータの質の向上，電子集計による統計データの早期
確定を目指して，Medical Record Technicianに対するリフレッシャー研修を行っている．医学教育強
化プロジェクトでは，教員の日本研修を支援しており，基礎医学系教員については，日本の基礎医学
系教室の大学院博士課程で学び，帰国後に日本で学んだ手法・技術を母国の医学教育に活かす計画策
定を支援している．臨床医学系教員については，ミャンマーの教育で必須となるスキルを身に付ける
ために，ミャンマーと日本側で議論を重ねて，日本でのトレーニングコースの案が作成されている．
臨床医学系教員が日本研修中に，ミャンマー国内での指導を念頭とした教育教材の作成や，帰国後の
セミナーおいて，日本で学んだ経験を共有する支援が行われている．戦後，日本があらゆる制度の企
画やその運用を通じて，UHCの早期達成を遂げた．しかし現在は，少子高齢化に伴い医療制度の運
用に工夫が求められている時代であり，それゆえ日本は，海外の事例を学びつつ，自らも制度を見直
す必要がある．

キーワード：UHC，ミャンマー，JICA，保健システム強化，医学教育強化

連絡先：町田宗仁
〒920-8640　石川県金沢市宝町13-1
13-1 Takara-machi, Kanazawa, Ishikawa, 920-8640, Japan.

Tel: 076-265-2740
Fax: 076-265-2459
E-mail: mmachida@med.kanazawa-u.ac.jp

［平成29年6月29日受理］

特集：持続可能な開発目標（SDGs）に基づく今後のグローバルヘルス



J. Natl. Inst. Public Health, 66 (4) : 2017

町田宗仁，堤敦朗

374

I．はじめに

保健医療分野の国際的動向として，UHC（Universal 
Health Coverage）の達成がある．UHCは世界保健機関
により「すべての人が適切な健康増進，予防，治療，機
能回復に関するサービスを，支払い可能な費用で受けら
れること」と定義されている[1]．日本はUHC構築を達
成した数少ない国であるが，その要素としてはあらゆる
ものが考えられる．例えば，生活圏で必要とされる医療
確保に向けた医療施設の人員配置・設備基準や施設の整
備計画，世界に冠たる国民皆保険制度，粘り強い公衆衛
生活動（母子保健活動，予防接種活動，栄養改善運動，等），
保健人材養成などである．

日本政府は保健を外交の柱と位置づけ，UHCの取り
組みを推進して日本が健康長寿社会を達成した経験を活
かし，世界の共通課題の解決に貢献していくことを宣
言した[2]．また首相が第70回国連総会サイドイベント
「UHCへの道筋」（2015年 9 月）では，UHCの達成が国
際保健分野の大きな課題の一つであり，日本の知見・経
験を活用し，これら課題に取り組むとの声明を発表した．
2016年の伊勢志摩サミットでもUHC推進の流れは評価
されており[3]，日本のUHCの経験を共有する取り組み

は活発になると考えられる．実際，日本は既に母子保健
手帳制度の紹介という確固たる成功実績があり[4]，今
後も日本の制度紹介，共有のニーズは高まるであろう．

本稿では，UHC達成に必要な，保健システムのマネー
ジメント強化や保健人材育成の強化を行うプロジェクト
を通じて，日本の取組みや経験を共有している，小職
の関わりがあるものも含むミャンマー連邦共和国（以
下，ミャンマー）で展開中の，UHC関連のJICA（Japan 
International Cooperation Agency）技術協力プロジェク
トを紹介したい．

II．ミャンマーの保健システムに関する背景

ミャンマーは，国土676,578㎢（日本の1.8倍），タイ，
ラオス，中国，インド，バングラデシュに囲まれて位
置する国である．2014年のミャンマー人口住宅調査によ
れば，人口は51,419,420人である[5]．首都のあるネピ
ドー特別自治区の他，14の州と地域の行政区域が存在す
る．民族は，全体の 7 割を占めるビルマ族を含む，135グ
ループから構成され，公用語はビルマ語であるが，100以
上の言語や方言が存在する[5,6]．ミャンマーは，長年の
軍事政権により，国際的な財政支援を受けられず，経済
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的な低迷を続けたが，民主化後，経済面での成長が顕著
となっている．保健分野の優先順位は，ミャンマー全体
の施策の中では高かったとはいえず，国家総支出に対す
る医療費の割合を増やそうとしており，2011年の1.79％
前後から，2014年には3.59％まで増加させているが，近
隣の東南アジア各国と比較しても，未だ少ない状況にあ
る（WHO南東アジア地域事務局（SEARO）管内の平均
は6.1％）[7,8]．公費で医療費がカバーされる程度を図
る指標となる，患者のOut-of-Pocket（OOP，自己負担）
の割合は，2005年の90.99％から2014年には54.09％に大い
に改善がされたものの[8]，現状でも医療費支出が家計
の大きな負担になっているとの報告もある[9]．医療従
事者の不足（2011年，医師の充足率63.4％，看護師充足
率62.7％）[10 ]や不十分な医療施設・設備，非効率な保
健医療サービスのマネージメント体制なども指摘されて
おり[11]，教育の機会不足などにより保健医療人材の早
期退職も止まらず，UHC達成を目指す上での課題は山
積している[12]．こうした状況下で，限られた人的，物
的な資源を最大限に活用し，医療サービスの質の改善や，
住民の医療へのアクセスを改善するために，中央と地方
の保健行政マネージメント能力を向上させ，医療人材育
成の数と質を高めて保健医療サービスの供給体制を強化
することは重要と言える．

現在ミャンマーでは，UHCの達成に向けて，日本など
諸外国の取組みを参考にしながら，国の保健医療サービ
スの方針の根幹となる，国家保健計画・National Health 
Plan（NHP）の改訂作業を行い，2017年から 5 ヶ年の計
画 を2016年12月 に 公 表（Myanmar National Health Plan 
2017-2021） し た[13]．Human Resource, Infrastructure, 

Service Delivery, Health Financingの 4 つを柱としながら
システム構築を図り，サービスの提供可能性を見えやす
くして，最終的には，サービスのミニマムスタンダー
トであるBasic Essential Package of Health Service（Basic 
EPHS）に，全国民が2020年までにはアクセスできるこ
とを目指している（図 1 ）[13]．現時点では，NHPが目
指す概念を示されているところであり，細部については
現在，保健省と各州政府との間での調整が進められ，全
国のタウンシップ（日本に当てはめると一つの広域事務
組合を構成する郡市単位）を対象としてBasic EPHSの
整備に向けた保健計画の策定準備が進められつつある．
長年の軍事政権による中央集権体制の下では，州・地域
以下のレベルで計画を作る文化に乏しく，現在試行錯誤
中であるが，効率的な管理や地方分権化など，保健行政
マネージメントの強化が必要とされている[11]．

III． 保健システム強化プロジェクト
 Health System Strengthening Project

1．州・地域保健計画の策定・管理に関するレビュー
直近のNHPでは，保健省は大枠の方針や項目を決め，

細かな内容については，Inclusive Township Health Plan 
という，タウンシップ単位でのNHP策定作業を重視し
ており，保健省は州・地域政府経由でタウンシップに対
して策定を指示している．今まで，ミャンマーは中央
集権体制であったため，効率的な現場に根差した医療
政策を展開しづらく，今期NHPからは，中央レベルが
全て書き上げるのではなく，タウンシップや州・地域
といった現場レベルでの立案に基づく作成を行う方式

図 1　ミャンマー NHPの目指す原則
MYANMAR NATIONAL HEALTH PLAN (2017-2021) EXECUTIVE SUMMARYより
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を取っている．ただ，このNHPのお披露目の後に2017
年 3 月に新設された，NHPの進捗管理を行うNIMU（NHP 
Monitoring Unit）としては，タウンシップが経験したこ
とのない作業であるため，州・地域政府のタウンシップ
に対する指導的役割を重視しており，州・地域レベルで
のNHPに関するマネージメントを注目している．現在
JICAは保健省と協働して，州・地域保健計画の策定・管
理に関するレビューを実施し，保健計画策定・管理につ
いて州・地域レベルの議論に役立つための資料を作成し
ている．

2．ショートセミナー開催
保健省職員がNHPの策定やマネージメントのヒント

になるようなショートセミナーを，プロジェクト開始
以来，保健省内で計18回開催（2016年度末時点），延べ
499名が参加した．講師は，保健省内でNHP策定の中枢
にいるスタッフなどを中心に，時には，日本からの短
期専門家を迎えて開催された．トピックとして，NHP
の枠組み，国家保健財政，病院管理，統計調査手法，日
本の保健行政組織の紹介などが取り上げられ，セミナー
の後は，ミャンマーで導入する際の課題が議論された
（図 2 ）．なお，保健省スタッフを対象として，日本の
行政組織（国，県，市の各レベル）を訪問し，各レベル
の役割に触れて学ぶための，日本国内におけるフィール
ドスタディーも実施し，その経験や成果を広めるための
発表会もこのセミナーで行われた．

3．MRT研修
NHPの運用にあたり，進捗管理のためのM&E（Monitoring 

and Evaluation）の必要性がNHPの概念として強調して
いるものの，現場をモニターするための数値を確定させ
るまでに多大な時間を要していることが課題となって
いる．例えば，Annual Hospital Statistic Report2013 [14]
は，発刊が2015年12月であり，現場の正しい数値を迅速
に集め，集計することが望まれている．病院運営に関す
る統計の場合，病院におけるMedical Record Technician

（MRT）が，医学用語や統計用語の知識不足により，デー
タ入力により時間を要すること，MRTによる誤入力が
あること，集計が紙ベースで行われている地域もあるこ
と，中央レベルでのデータクリーニングに時間を要する
ことが，クリアすべき課題とされていた．JICAは保健省
と協働で，日本における統計調査の流れに関するショー
トセミナーを開催するとともに，病院で働くMRTを対
象にRefresher Training on Hospital Information System for 
Medical Record Techniciansを開催し，データ入力の質の
向上，データの電子集計化による確定値算出の迅速化に
向けた支援を行っており（図 3 ），最終的に約600名の
履修を予定している．また，病院にMRTとして採用さ
れている人が，MRTの役割を実際に担っているか否か，
保健省も把握できていない地域もあり，この研修を契機
として，MRTの効率的な活用についてのポジティブな
動きが見られ始めた．

4．カヤー州における州保健計画マネージメント支援
パイロットサイトであるミャンマー東部のカヤー州に

おいては，州保健計画がより良くマネージメント（立
案，実施，モニタリング・評価）されるための支援を
行っている．手始めに，カヤー州ロイコー総合病院にお
ける取組の評価項目を設定し，今後の目標を試作する取
り組みが始まった．カヤー州医療サービス局とJICA専門
家の協働により，看護師継続教育の体制強化，院内感
染対策の推進などといった活動項目ごとに，一枚の様
式を利用して現状，これからの課題，将来に向けての
recommendation，期待されるアウトカム，アウトプット
などを整理したうえで活動計画を策定した．その後これ
らの活動を取りまとめ，Special effortという名でカヤー
州独自の保健計画を策定した．保健大臣もこの現場発の
取り組みを評価した経緯があり，今後，この一地域での
自発的な計画立案の取り組みが，保健省経由で他の州に
展開しうるものとなるよう，更に完成度を高めていくこ
とが期待される．

図 2　保健省におけるショートセミナー

図 3　MRT研修修了式
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IV． 医学教育強化プロジェクト Project for 
Enhancement of Medical Education

ミャンマーでは保健人材の配置状況について改善途上
であり，WHOの示す基準1000人当たり2.3人[15]に対し，
ミャンマーでは医師0.568人，看護師・助産師0.93人，計
1.498人（2012年）[7]と，数の上で基準に達していない．
このWHOの基準自体も，技術の持った助産立会者によ
る出産を提供するために必要と算出されたものであっ
て，UHC達成に向けて多様なサービスに焦点があてら
れた時代に，この数値を目標とするのでは不十分との指
摘があり[16]，人材数の確保は未だにミャンマーの保健
人材政策の喫緊の課題と言える．ミャンマーでは，1927
年にヤンゴン第一医科大学が創立されて以降，国内医学
部の 4 校体制（ヤンゴン 2 校，マンダレー，マグウェイ
各 1 校）で医師を養成してきた．一時期は毎年2,400名
の新人医師を輩出したが，軍事政権下の経済制裁時には
海外留学の機会が乏しくなったことによる教員の質の低
下や，一学年600名を教育の質を担保しつつ指導できる
スタッフの数の不足が懸念されてきた．卒業後の有力な
就職先である，公務員医師のポストが不足しているため，
2013年には医学校の一学年当たりの定数を半減させ，ま
た，医師数の地域間格差を是正する観点から，シャン州
タウンジーに医科大学を 1 校増設した経緯がある[8]．

ミャンマーでは，基礎医学分野の強化とともに，
SEARO管内でも最下位レベルの妊産婦死亡率（出生10
万対 ミャンマー 278，SEARO 164）[7]の改善に向けた
妊産婦の産前検診，国の発展に伴う慢性疾患の顕在化に

よる悪性腫瘍などの診断技術の向上，及び交通外傷の増
加傾向に伴う救急医療の体制整備が，医学教育の強化や
保健医療課題の解決のうえで重要となっている．

JICAはミャンマーにおける医科大学の研究・臨床技
術・教育に係る能力が強化されることをプロジェクト目
標として，2015年 4 月より「医学教育強化プロジェクト」
を開始している．対象は，ヤンゴン第一医科大学，ヤン
ゴン第二医科大学，マンダレー医科大学，マグウェイ医
科大学の 4 大学であり，基礎医学系と臨床医学系それぞ
れ成果目標を立てて，国内 6 大学連携ネットワーク（千
葉大学，新潟大学，金沢大学，岡山大学，長崎大学，熊
本大学）の強力な支援の下，合同調整委員会での協議を
経て，プロジェクトは実行されている（図 4 ）．

基礎医学系については，6 分野（解剖学，生理学，生
化学，微生物学，薬理学，病理学）における研究・教育
能力が強化されることを目指し，国内 6 支援大学が 2 名
ずつ2015年度より博士課程に留学生を受け入れている．
各支援大学は，留学生がミャンマーの所属機関に戻った
後も，継続的に研究を行うための計画，日本で学んだ手
法・技術を，ミャンマーにおける卒前・卒後教育に導入
するための計画の作成を支援している．

臨床医学系における分野横断的技術として，画像診断
技術と救急医療に関する研修プログラムが強化されるこ
とを目指し，国内 6 支援大学が 11 週間で，ミャンマー
人医師（分野によっては技師）を受け入れ，研修を実施
している．画像診断技術については，放射線科，産婦人
科，消化器内科，臨床病理科，救急医療については，救
急科，麻酔科が受け入れ分野となっている．

図 4　ミャンマー医学教育強化プロジェクト合同調整委員会組織図
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受け入れに先立ち，日本側大学教員がミャンマーに赴
き，現地における臨床技術と教育レベルのアセスメント
を行い，卒前臨床研修時及び医療レベルごとに必要な技
術内容を考慮した日本での短期研修プログラムを企画し
た．日本での研修中には，ミャンマー国内での指導を念
頭とした分野ごとの教材を作成し，帰国後は，日本人短
期専門家も交えてのセミナーを通じて習得したものを広
め，またセミナーでの参加者の反応により，日本での研
修内容の充実を図っている．2016年度は，ヤンゴン第一
医科大学，ヤンゴン総合病院，ヤンゴン中央婦人病院，
マンダレー総合病院において，延べ人数で483人の医師，
76人の技師の参加を得て，計 9 回セミナーを開催した．

なお，基礎医学系，臨床医学系のそれぞれの研修成果
は，医療人材養成を担当する保健省医療サービス局，保
健人材開発管理局が参加する各医科大学長の会議におい
て報告し，卒前，卒後の医学教育で活かされることとなる．

V．終わりに

戦後，日本があらゆる制度の企画やその運用を通じて
UHCの早期達成を遂げた．その一方で，少子高齢化に
伴い，医療制度の運用に工夫が求められている時代でも
ある．日本のUHCに向けた経験が諸外国に参考にされ
ると同時に，日本が抱える現状の課題についても，海外
の事例を学びつつ解決を目指す必要がある．例えば，資
源の限られる途上国におけるUHC達成に向けた取り組
みのうち，個々の医療職種の役割の拡大や，職種連携に
よる業務の効率化，人的物的資源の最大限の活用などか
ら，日本も将来的に深刻となる課題の解決の糸口を，今
後見出す可能性もあるだろう．近頃の厚生労働省の検討
会[17]で，医師が医師固有の業務に専念できるよう，医
師業務を他職種に移管する「タスク・シフティング」の
推進が提言されたが，これは，医師の数が限られている
ミャンマーで，多様な職種が医師の代理で医行為を担う
制度の発想とも共通性があるのかもしれない．かつて国
際保健はinternational healthと呼ばれ，途上国への技術
移転が主眼であったが，近年では，先進国，途上国が共
通の課題を共に解決し，双方向で学ぶ姿勢にシフトした
global healthという名称が定着しつつある．日本が海外
において過去の経験を共有する活動を行う中で，日本が
学ぶべき教訓が，見えてくるのだろう．
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